
平成18年度に締結した随意契約の点検・見直しの状況
【経済産業省所管公益法人等との契約】

（独立行政法人日本貿易振興機構）

件数 契約の相手方の商号又は名称
及び住所

公共工事の名称、場所、機関
及び種別又は物品役務等の名

称及び数量

契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結
した日

契約金額
（単位：円）

契約種類 随意契約によることとした理由 見直しの結果 講ずる措置 類型
区分

備考

1 （株）ジェービス
東京都千代田区一番町4番地
相模屋第5ビル　6階

労働者派遣個別契約 独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/03/30 88,127,534 随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 競争入札に移行（総合
評価）
（19年度8月）

単価契約
単価￥1950/時

2 貿易振興サービス（株）
東京都港区虎ノ門2-2-5　共同
通信会館9階

労働者派遣個別契約 独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/03/30 125,441,289 随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 競争入札に移行（総合
評価）
（19年度8月）

単価契約
単価￥2100/時

3 貿易振興サービス（株）
東京都港区赤坂1-6-7　第9興
和ビル別館2階

IBSC施設全般の管理及び警
備、集金等に係わる業務委託

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/03/31 10,710,000 随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とし、競争を許さないため
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 競争入札に移行（価格
競争）
（19年度4月）

単価契約
単価\892500/月

4 （財）対日貿易投資交流促進協
会
東京都豊島区東池袋3-1-3

日本貿易振興機構池袋情報ｻ
ﾃﾗｲﾄの運営に係わる業務委託

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/04/01 7,066,710 随意契約 池袋情報サテライトに問い合わ
せの多い小口取引に関するノウ
ハウが同協会には蓄積されてい
るため
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 20年度以降当該事務・
事業の委託等を行わ
ないもの

5 （社）日本商事仲裁協会
東京都千代田区有楽町1-9-1

「国際商事取引にかかる紛争
についての相談等」に係わる業
務委託

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/04/01 1,957,725 随意契約 日本商事仲裁協会は唯一の国
際商事取引の紛争に関する斡
旋・調停・仲裁等を行う機関のた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

その他 随意契約によらざるを
得ないもの

12

6 独立行政法人　国立印刷局
東京都港区虎ノ門2-2-4

政府調達公告ﾃﾞｰﾀ購入 独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/04/01 2,289,672 随意契約 供給元が一の場合におけるデー
タの購入。
（会計規程第35条第1項第一号）

その他 随意契約によらざるを
得ないもの

10 単価契約
単価\190806/月

7 （株）ジェービス
東京都港区赤坂2-21-2

労働者派遣個別契約 独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/04/01 2,277,850 随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 競争入札に移行（総合
評価）
（19年度8月）

単価契約
単価\5461/時

8 （財）世界経済情報サービス
東京都港区浜松町2-4-1世界
貿易センタービル本館6階

「THE　WORLD　2006」の購入 独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/05/02 3,528,000 随意契約 販売元より直接購入するため安
価に調達できるため
（会計規程第35条第1項第三号）

見直しの余地あり 競争入札に移行(価格
競争）
（20年度）

9 （財）省エネルギーセンター
中央区八丁堀 3-19-9 ジオ八丁
堀ビル

平成18年度貿易投資円滑化支
援事業（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ「省ｴﾈﾙｷﾞｰ
制度導入ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」）

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/05/19 1,047,509   随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 公募に移行
（19年度下期）

10 （株）ジェービス
東京都千代田区一番町4　相模
屋第5ビル　6階

FAZ支援ｾﾝﾀｰに係わる業務委
託（神戸）

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/05/31 5,040,000 随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 20年度以降当該事務・
事業の委託等を行わ
ないもの

単価契約
単価\420000/月

11 （財）世界経済情報サービス
東京都港区浜松町2-4-1世界
貿易センタービル本館6階

「NIPPON　2006」の購入 独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/06/07 3,824,000 随意契約 販売元より直接購入するため安
価に調達できるため
（会計規程第35条第1項第三号）

見直しの余地あり 競争入札に移行(価格
競争）
（20年度）
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件数 契約の相手方の商号又は名称
及び住所

公共工事の名称、場所、機関
及び種別又は物品役務等の名

称及び数量

契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結
した日
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契約種類 随意契約によることとした理由 見直しの結果 講ずる措置 類型
区分

備考

12 （財）省エネルギーセンター
中央区八丁堀 3-19-9 ジオ八丁
堀ビル

ｲﾝﾄﾞ環境技術・省ｴﾈﾙｷﾞｰ協力
事業専門家派遣

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/06/26 1,287,577   随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 公募に移行
（19年度下期）

13 （財）省エネルギーセンター
中央区八丁堀 3-19-9 ジオ八丁
堀ビル

ｲﾝﾄﾞ環境技術・省ｴﾈﾙｷﾞｰ協力
事業専門家派遣

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/06/26 1,340,130   随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 公募に移行
（19年度下期）

14 貿易振興サービス（株）
東京都港区虎ノ門2-2-5
共同通信会館9階

「ﾄﾚｰﾄﾞ・ﾌｪｱ・ﾜｰﾙﾄﾞ」発行に係
わる業務委託

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/07/05 2,765,300 随意契約 国内外の展示事業に精通し見
本市情報の蓄積があり、イベント
関連業界と固有の情報ネット
ワークをもっているため
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 競争入札に移行(総合
評価）
（19年度7月）

15 （財）国際貿易投資研究所
東京都港区赤坂1-8-10

「世界貿易動向分析」に係わる
業務委託

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/07/12 4,980,071 随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 競争入札に移行(総合
評価）
（20年度）

16 （社）国際家具産業振興会
東京都新宿区神楽坂2-16-1
軽子坂田中ビル

ｱｼﾞｱ貿易振興ﾌｫｰﾗﾑ（ATPF）
共同展示会事業に係わる「東
京国際家具見本市」出展料

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/08/09 5,743,237 随意契約 展示会出展申し込みであり、当
該場所でなければ事務を行うこ
とが不可能であることから場所
が限定され、供給者が一に特定
される賃貸借契約。
（会計規程第35条第1項第一号）

その他 随意契約によらざるを
得ないもの

5

17 （社）日本化学工業協会
東京都中央区新川1-4-1　住友
六甲ビル7Ｆ

貿易投資円滑化支援事業（ﾌｨﾘ
ﾋﾟﾝ「環境・労働安全管理ｼｽﾃﾑ
の普及（RC）支援）専門家派遣

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/08/15 1,032,244   随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 公募に移行
（19年度下期）

18 （財）国際デザイン交流協会
大阪府大阪市北区梅田1－3－
1

「市場適合化新製品開発普及
事業」に係わる業務委託

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/09/06 5,380,790 随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

その他 随意契約によらざるを
得ないもの

12

19 （財）対日貿易投資交流促進協
会
東京都豊島区東池袋3-1-3ワー
ルドインポートビル6階

開発途上国「一村一品」ｷｬﾝ
ﾍﾟｰﾝ大阪空港展の企画･設計･
運営業務委託

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/09/19 23,493,474 随意契約 同財団が神戸空港で実施してい
る開発途上国産品販売事業等
を活用して、2006年9月中に事業
を開始する必要があったため
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 20年度以降当該事務・
事業の委託等を行わ
ないもの

20 （財）日本規格協会
東京都港区赤坂4-1-24

貿易投資円滑化支援事業に係
わるﾌｨﾘﾋﾟﾝ「総合的品質管理
（TQM）の導入指導・普及」専門
家派遣

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/09/27 1,014,104   随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 公募に移行
（19年度下期）
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21 中部国際空港（株）
愛知県常滑市セントレア1-1　空
港管理棟6階

開発途上国「一村一品」ｷｬﾝ
ﾍﾟｰﾝ「一村一品ﾏｰｹｯﾄ」に係わ
る中部国際空港への出店

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/09/27 2,775,576 随意契約 空港において開催する展示会で
あり、当該場所でなければ事務
を行うことが不可能であることか
ら場所が限定され、供給者が一
に特定される賃貸借契約。
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 20年度以降当該事務・
事業の委託等を行わ
ないもの

22 （株）ジェービス
東京都千代田区一番町4　相模
屋第5ビル　6階

労働者派遣個別契約 独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/09/30 86,762,098 随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 競争入札に移行（総合
評価）
（19年度8月）

単価契約
単価￥1950/時

23 貿易振興サービス（株）
東京都港区虎ノ門2-2-5　共同
通信会館9階

労働者派遣個別契約 独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/09/30 124,214,847 随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 競争入札に移行（総合
評価）
（19年度8月）

単価契約
単価￥2100/時

24 （財）ニューメディア開発協会
東京都文京区関口1-43-5

先導的貿易投資環境整備実証
事業に係わる「指紋認証による
ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ等の多重発給防止」実
証

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/10/11 95,996,679 企画競争・
公募

受託元により調査研究等の委託
先決定方法が指定されていたた
め企画競争により選定
（会計規程第35条第1項第一号）

その他 企画競争を実施

25 （財）世界経済情報サービス
港区浜松町2-4-1

「Nippon　2006」購入単価契約 独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/10/13 2,547,636 随意契約 販売元より直接購入するため安
価に調達できるため
（会計規程第35条第1項第三号）

見直しの余地あり 競争入札に移行(価格
競争）
（20年度）

単価契約
単価\1092/冊

26 （財）造水促進センター
東京都中央区日本橋人形町3-
5-4

H18年度石油資源開発等支援
調査事業「サウジアラビア・ジュ
ベイル地区工場排水高度利用
可能性調査」

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/11/01 49,815,783 企画競争・
公募

受託元により調査研究等の委託
先決定方法が指定されていたた
め企画競争により選定
（会計規程第35条第1項第一号）

その他 企画競争を実施

27 （財）世界経済情報サービス
東京都港区浜松町2-4-1 世界
貿易センタービル

「ｼﾞｪﾄﾛ海外情報ﾌｧｲﾙ」掲載用
国別基礎ﾃﾞｰﾀ購入

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/11/02 6,562,500 随意契約 販売元より直接購入するため安
価に調達できるため
（会計規程第35条第1項第三号）

見直しの余地あり 競争入札に移行(価格
競争）
（20年度）

28 （社）日本能率協会
東京都港区芝公園3-1-22

FOODEX　JAPAN　2007　会場
ｽﾍﾟｰｽ申し込み

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/11/02 25,704,000 随意契約 展示会出展申し込みであり、当
該場所でなければ事務を行うこ
とが不可能であることから場所
が限定され、供給者が一に特定
される賃貸借契約。
（会計規程第35条第1項第一号）

その他 随意契約によらざるを
得ないもの

5

29 （財）世界経済情報サービス
港区浜松町2-4-1

「2007年版ﾃﾞｽｸﾀﾞｲｱﾘｰ」購入 独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/11/08 9,896,418 随意契約 販売元より直接購入するため安
価に調達できるため
（会計規程第35条第1項第三号）

見直しの余地あり 競争入札に移行(価格
競争）
（20年度）

30 （財）日本規格協会
東京都港区赤坂4-1-24

貿易投資円滑化支援事業（ﾀｲ
「産業界における国際標準化
体制整備支援事業」）専門家派
遣

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/11/14 1,112,027   随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 公募に移行
（19年度下期）



平成18年度に締結した随意契約の点検・見直しの状況
【経済産業省所管公益法人等との契約】

（独立行政法人日本貿易振興機構）

件数 契約の相手方の商号又は名称
及び住所

公共工事の名称、場所、機関
及び種別又は物品役務等の名

称及び数量

契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結
した日

契約金額
（単位：円）

契約種類 随意契約によることとした理由 見直しの結果 講ずる措置 類型
区分

備考

31 （財）省エネルギーセンター
中央区八丁堀 3-19-9 ジオ八丁
堀ビル

貿易投資円滑化支援事業（ｲﾝ
ﾄﾞﾈｼｱ「省ｴﾈﾙｷﾞｰ制度導入協
力ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」）専門家派遣

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/11/28 1,052,302   随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 公募に移行
（19年度下期）

32 （社）日本イベント産業振興協会
東京都千代田区一番町13　法
眼坂ビル

国際博覧会に関する有識者懇
談会部会運営に係る各種資料
作成業務委託

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/12/12 22,395,151 企画競争・
公募

公募により選定
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 20年度以降当該事務・
事業の委託等を行わ
ないもの

33 貿易振興サービス（株）
東京都港区虎ノ門2-2-5

ライブラリー複写機操作監理等
の業務委託

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/12/28 12,800,031 随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 競争入札に移行(価格
競争）
（19年度に一般競争入
札に移行済）

単価契約
単価\1320638/月

34 （株）貿易振興サービス
東京都港区虎ノ門2-2-5

ＦＡＺ支援センターに係る業務
委託（山口）

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2006/12/28 8,207,427 随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 20年度以降当該事務・
事業の委託等を行わ
ないもの

単価契約
単価\711247/月

35 （社）日本イベント産業振興協会
東京都千代田区一番町13　法
眼坂ビル

上海国際博覧会への政府出展
検討に関する開催国民の意識
調査業務委託

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2007/01/11 13,997,255 企画競争・
公募

公募により選定
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 20年度以降当該事務・
事業の委託等を行わ
ないもの

36 （財）ジェトロ厚生会
東京都港区虎ノ門2-2-5

役職員の福利厚生に資する事
業の実施に係る業務委託

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2007/01/11 47,302,180 随意契約 継続的な事業であるため競争を
許さないため
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 競争入札に移行(総合
評価）
（20年度）

37 （財）日本規格協会
東京都港区赤坂4-1-24

貿易投資円滑化支援事業（ﾌｨﾘ
ﾋﾟﾝ「総合的品質管理（TQM）の
導入指導・普及事業」）専門家
派遣

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2007/01/19 1,199,007   随意契約 専門的な知見、ノウハウ等を必
要とするため競争を許さないた
め
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 公募に移行
（19年度下期）

38 （社）日本セルフ・サービス協会
東京都千代田区内神田3-19-8
櫻井ビル

ｱﾌﾘｶ産業育成支援事業に係
わる「ｽ-ﾊﾟ-ﾏ-ｹﾂﾄﾄﾚ-ﾄﾞｼｮ-」出
展・ｼﾞｪﾄﾛﾌﾞ-ｽ設置及び広報業
務

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2007/02/20 1,941,000 随意契約 展示会主催者の指定業者であ
るため。
（会計規程第35条第1項第一号）

その他 随意契約によらざるを
得ないもの

5

39 （財）世界経済情報サービス
港区浜松町2-4-1

JAPAN TRADE DIRECTORY
2007　広告掲載に係わる業務
委託

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2007/02/23 6,090,000 随意契約 英文の日本企業録である同書
は、対日進出（対日投資）を含め
た対日ビジネスに関心のある外
国企業が読者層であるため
（会計規程第35条第1項第一号）

見直しの余地あり 競争入札に移行(総合
評価）
（20年度）

40 （財）世界経済情報サービス
港区浜松町2-4-1

『JAPAN TRADE DIRECTORY
2007』（書籍）購入契約

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2007/03/09 6,124,800 随意契約 販売元より直接購入するため安
価に調達できるため
（会計規程第35条第1項第三号）

見直しの余地あり 競争入札に移行(価格
競争）
（20年度）



平成18年度に締結した随意契約の点検・見直しの状況
【経済産業省所管公益法人等との契約】

（独立行政法人日本貿易振興機構）

件数 契約の相手方の商号又は名称
及び住所

公共工事の名称、場所、機関
及び種別又は物品役務等の名

称及び数量

契約担当者等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結
した日

契約金額
（単位：円）

契約種類 随意契約によることとした理由 見直しの結果 講ずる措置 類型
区分

備考

41 （財）世界経済情報サービス
港区浜松町2-4-1

『JAPAN TRADE DIRECTORY
2007』（書籍）購入契約

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2007/03/16 11,880,000 随意契約 販売元より直接購入するため安
価に調達できるため
（会計規程第35条第1項第三号）

見直しの余地あり 競争入札に移行(価格
競争）
（20年度）

42 （財）世界経済情報サービス
港区浜松町2-4-1

『JAPAN TRADE DIRECTORY
2007』(CD-ROM)購入契約

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2007/03/20 15,150,000 随意契約 販売元より直接購入するため安
価に調達できるため
（会計規程第35条第1項第三号）

見直しの余地あり 競争入札に移行(価格
競争）
（20年度）

43 関西国際空港（株）
大阪府泉佐野市泉州空港北1

一村一品マーケット（空港店）
出展契約

独立行政法人日本貿易振興機構
副理事長　塚本　弘
東京都港区赤坂1-12-32

2007/03/31 10,924,992 随意契約 空港において開催する展示会で
あり、当該場所でなければ事務
を行うことが不可能であることか
ら場所が限定され、供給者が一
に特定される賃貸借契約。
（会計規程第35条第1項第一号）

その他 随意契約によらざるを
得ないもの

5 単価契約
単価￥351766/月
￥127234/月

合計 862,798,925

（注３）契約種類は、競争性のない随意契約については「随意契約」、企画競争又は公募による随意契約については「企画競争・公募」と記載している。

（注５）講ずる措置は、「20年以降、当該事務・事業の委託等を行わないもの」、「競争入札に移行」、「企画競争を実施」、「公募を実施」又は「随意契約によらざるを得ないもの」に分類し、（　）で移行時期等を
　　　補足している。ただし、見直すことは決まっているが現段階で確定的に記載できない場合は、「競争入札若しくは企画競争に移行」等と記載している。
　　　なお、平成18年度に不落・不調随意契約であったものについては、「20年以降、当該事務・事業の委託等を行わないもの」に該当する場合を除き、「競争入札に移行」に分類している。

（注６）「類型区分」欄には、別添の「随意契約事由別　類型早見表」の類型区分(１～12)の番号を記載している。その他以下に該当する番号を記載している。
　　　・緊急の必要により競争に付することができない場合「１３」
　　　・競争に付することが不利と認められる場合「１４」
　　　・秘密の保持が必要とされている場合「１５」
　　　・競争に付しても入札者がないとき、又は再度の入札をしても落札者がない場合「１６」
　　　・特例政令に相当する規定に該当する場合「１７」
　　　・その他、１から１７並びに１９及び２０の類型区分に分類できないものについては「１８」
　　　・見直し後においても、なお、国において定める随意契約の限度額を超える契約で法人の定める限度額を下回る契約とする場合については「１９」
　　　・見直し後においても、なお、包括条項（バスケットクローズ）に該当する契約とする場合については「２０」

（注１）本表は、平成18年度に締結した支出原因契約であって随意契約（予定価格が少額である場合（予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第99条第二号、第三号、第四号又は第七号の金額を超えないもの）を除
　　　く。）のうち、「特殊法人等」、「独立行政法人」、「当該独立行政法人の主務省と同一の所管に属する公益法人」及び「再就職者がいる民間法人」以外の者（その他の公益法人、民間法人等）との契約を記載している。
　　　なお、特殊法人等とは、特殊法人又は認可法人を指し、独立行政法人等とは、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人又は国立大学法人法（平成15年法律第112号）第２条第１項及び
      第３項に規定する法人を指す。

（注２）単価契約の場合は、契約金額欄に調達総額を記載し、備考欄に単価契約である旨及び単価を記載している。

（注４）見直しの結果は、「問題あり」、「見直しの余地あり」又は「その他」に分類している。



（別添）

随意契約事由別　類型早見表

随　　意　　契　　約　　事　　由
類型
区分

≪競争性のない随意契約によらざるを得ない場合≫

　イ　契約の相手方が法令等の規定により明確に特定されるもの

　　(ｲ)法令の規定により契約の相手方が一に定められているもの 1

　　(ﾛ)条約等の国際的取決めにより、契約の相手方が一に定められているもの 2

　　(ﾊ)閣議決定による国家的プロジェクトにおいて、当該閣議決定により、その実施者が明示されているもの 3

　　(ﾆ)地方公共団体との取決めにより、契約の相手方が一に定められているもの 4

　ロ　当該場所でなければ行政事務を行うことが不可能であることから場所が限定され、供給者が一に特定される賃貸借契約(当該契約に付随する契約を含む。) 5

　ハ　官報、法律案、予算書又は決算書の印刷等 6

　ニ　その他

　　(ｲ)防衛装備品であって、かつ、日本企業が外国政府及び製造元である外国企業からライセンス生産を認められている場合における当該防衛装備品及び役務の調達等 7

　　(ﾛ)電気、ガス若しくは水又は電話に係る役務について、供給又は提供を受けるもの(提供を行うことが可能な業者が一の場合に限る。) 8

　　(ﾊ)郵便に関する料金(信書に係るものであって料金を後納するもの。） 9

　　(ﾆ)再販売価格が維持されている場合及び供給元が一の場合における出版元等からの書籍の購入 10

　　(ﾎ)美術館等における美術品及び工芸品等の購入 11

　　(ﾍ)行政目的を達成するために不可欠な特定の情報について当該情報を提供することが可能な者から提供を受けるもの 12

（注）本表は、随意契約によらざるを得ない場合について、国の取扱いに準じて一覧性を持たせるために類型化したものである。
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